
令和５年度 鯖江市社会福祉協議会活動方針 

 

従来からの少子高齢化や人口減少といった社会状況の変化に加え、新型コロナウイルス

感染症の拡大は、人々の日常生活に大きな影響を及ぼし、地域社会においては、人と人と

のつながりがこれまで以上に希薄化し、それに伴う地域住民の孤立化も進んでいることが

懸念されています。 

そんな中、生活困窮やひきこもり、そこから派生する 8050 問題等複合的な課題を抱え

る世帯や、LGBTQ や介護と育児のダブルケアなど制度の狭間の中で社会的孤立を背景と

し生きづらさを抱える人たちなど、複雑・多様化した課題も浮き彫りになってきています。     

そこで国は、福祉を事業所と行政だけでなく、地域住民と一体となって一人ひとりの暮

らしと生きがい、そして地域を共につくり高めあう「地域共生社会」を目指すこととし社

会福祉法の一部改正を 2020 年に行い、それを実現するために「地域づくり」「参加支援」

「相談支援」を一体的に進める「重層的支援体制」の構築を進めています。鯖江市におい

ても本年度から「重層的支援体制整備事業」に取り組み、市民の困りごとへの対応の体制

整備を行うと同時に、本会としても鯖江市へ職員 1名を派遣する中で、本会がこれまで実

施してきた鳥羽事業所での日常生活自立支援事業や障害者支援センターでの相談・計画作

成業務の強化に努めていきます。また令和４年度から鯖江市からの委託事業を実施するた

めに設置した地域包括支援センター神明は１年間の準備期間を終え、今後本格的に鯖江市

と連携・強化を図りながらこちらも相談業務等、機能強化に努めていきます。 

しかし、猛威を振るってきた新型コロナウイルス感染症については発見から 3年余りが

経過し、国においては感染症法上の位置付けを５月８日から季節性インフルエンザと同じ

「５類」に引き下げることなどを決定しました。今後、普段の生活が戻りつつある中で、

福祉の根幹でもある「人と人との関り」がどこまで回復していけるのか、その中で問題の

解決にどこまで対処できるのか未知数であることも事実です。 

そこで本会としては、これまで新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から十分な活動

ができなかった「ご近所福祉ネットワーク活動」や６５歳以上の人が集まって元気づく



り・気力づくり・ふれあいづくりを行う「健康寿命ふれあいサロン」といった地域ごとの

支援活動について、withコロナを念頭に新たな活動スタイルの研究を行います。 

また、福祉教育活動においては小学生を中心にその重要性を学んでいただいていました

が、中学生への活動も強化すべく市教育委員会や各中学校と協議を進めていきます。さら

に、福祉のまちをつくるために地域のニーズや生活課題などを、どのように地域全体で解

決していくかを住民目線でまとめる「地域福祉活動計画」を令和４年度から今年度にかけ

て策定し、令和６年度から実施していきます。 

法人運営では長年続いた財政の赤字改善は言うまでもなく経営の安定化を図ることも

喫緊の課題です。令和４年度からの３年間、鯖江市から法人運営に係る助成を大幅に増額

していただけることになっていますが、独自採算部門でもある介護事業については、今後、

どの事業に注力すべきか人員配置を含めた経営改革の検討・改善も引き続き行っていく中

で、不要な支出はしないなど身近なところでの改善にも継続して努めていきます。 

また、本会を利用されるお客様に対してサービス向上を目指すために、コンプライアン

ス・ガバナンス・接遇等の各種研修を実施し職員の意識改革を図っていくと同時に、職員

自身のスキルアップのために適切な研修の受講も促していきます。さらに本会を広く知っ

ていただくという点では、本会に不足している情報発信力についても、ホームページや広

報誌はもちろん、今まで以上に SNS を利用した情報発信を行うことにより本会の取り組

みを市民の皆様にお届けしたいと考えています。 

 



令和５年度 鯖江市社会福祉協議会事業計画 

 

Ⅰ 法人運営事業 

 １ 法人運営事業 

  ⑴ 理事会、評議員会の開催 

⑵ 地区社協活動の支援 

     ・地区社協連絡会の開催 年 3回 

     ・地区社協育成費の助成(普通会費の 40％を助成) 

   ⑶ 市への職員派遣 

  ・自立促進支援センターへ社会福祉士資格保有者 1名を派遣 

   ⑷ 法人運営に係る諸事業 

     ・ホームページによる情報発信 

     ・職員研修の実施  

     ・職員の資格取得への支援 

   ⑸ 会費・寄付金の増強 

     ・普通会費、特別会費、賛助会費、特別賛助会費の募集 

 

 ２ 基金運営事業 

   ⑴ 地域福祉基金の管理 

 

Ⅱ 地域福祉事業 

 １ 地域住民福祉活動推進事業 

   ⑴ 無料法律相談事業 

     ・無料法律相談を毎月 2回実施 

    ○廃・心配ごと相談 

   ⑵ 福祉大会 

     ・福祉大会の実施 

   ⑶ 地域ネットワーク推進事業 

     ・1地区 14万円を各地区社協に助成 

     ・子ども交流事業の実施 

     ・福祉映画上映会の実施 

   ⑷ ご近所福祉ネットワーク活動推進事業 

     ・ご近所福祉ネットワーク活動フォーラムの開催 

     ・ご近所福祉ネットワーク活動の普及啓発 

   ・ご近所福祉町内体制助成事業 (活動費を助成) 

   ⑸ ボランティアセンター事業 

     ・ボランティアの登録・あっせんの実施 

     ・ボランティアまつり開催 

     ・ボランティア広報紙の発行 

     ・ボランティアサロンの実施 



 

     ・各種ボランティアの育成支援 

     ・福祉ボランティア連絡協議会活動の支援 

     ・ボランティア活動機材の整備・貸出 

     ・ボランティア保険の加入窓口及び請求取次 

   ⑹ 福祉教育事業 

・福祉協力校連絡会の開催 

     ・福祉協力校活動費の助成(１校 7万円) 

    ・体験学習の支援 

   ⑺ 介護サポーターポイント事業 

    ・介護サポーターの登録、斡旋 

 

２ 共同募金事業 

   ⑴ 鯖江市地域福祉活動計画の策定 

⑵ 広報紙「社協だより」の発行 年 6回発行 

⑶ ふれあいスポーツのつどいの実施(市との共催) 

   ⑷ 児童遊具管理推進事業 

     ・児童遊園遊具点検・整備用ペンキ刷毛の配布 

  ⑸ 福祉委員活動支援事業 

     ・地区における福祉委員の活動を支援 

   ⑹ 災害ボランティアセンター運営事業 

     ・鯖江市災害ボランティアセンター連絡会の運営 

     ・災害ボランティア研修会の開催 

     ・鯖江市総合防災訓練への参加 

   ⑺ ささえ愛サービス運営事業 

     ・有償ボランティアによる家事援助サービスの実施 

   ⑻ 福祉団体助成事業 

     ・共同募金の助成金から 10団体等へ助成 

   ⑼ 災害見舞金支給事業 

     ・災害により住宅が全損した世帯に緊急災害援護配分金取扱要領に基づき見舞金を支給 

   ⑽ 歳末たすけあい事業 

     ・ひとり暮らし高齢者への慰問品の配布 

     ・ひとり暮らし高齢者、障がい者、母子世帯等へのささえ愛サービス無料券の配布 

     ・児童によるひとり暮らし高齢者への年賀状の送付 

     ・地区社協活動費(大口募金の 40％)の助成 

   ⑾ 共同募金、歳末たすけあい募金事業への協力 

   ○廃  結婚情報センター運営事業 

   ○廃  出会い交流事業 

 

３ 在宅福祉援助事業 

  ⑴ 介護予防人材育成事業 



    ・介護予防人材の養成、フォローアップ研修の実施 

  ⑵ 友愛訪問事業 

    ・70歳以上の虚弱ひとり暮らし高齢者等を対象に安否確認のための訪問を実施 

  ⑶ ひとり暮らし高齢者のつどい事業 

    ・ひとり暮らし高齢者のつどい「笑顔でふれあい」を市内 4会場で実施 

  ⑷ 食の自立支援事業 

    ・配食サービスを毎週金曜日実施 

  ⑸ 健康寿命ふれあいサロン事業 

    ・健康寿命ふれあいサロン運営費の助成 

    ・１サロンあたり年 2回巡回指導の実施 

    ・サロンリーダー研修会の開催 

    ・新規サロン立ち上げのための支援 

  ⑹ いきいき講座事業 

    ・神明公民館において介護予防講座を実施 

  ⑺ 介護予防普及啓発事業 

    ・介護予防のための出前講座の実施 

  ⑻ 福祉機器の貸出 

  

４ 障害者社会参加促進事業 

  ⑴ 点訳、音訳、手話奉仕員養成事業 

  ⑵ 点字、声の広報の発行事業 

    ・広報さばえ、社協だよりを点訳、音訳し希望する方に届ける 

 

Ⅲ 福祉サービス利用支援事業 

 １ 福祉資金貸付事業 

  ⑴ 生活福祉資金貸付事業 

    ・総合支援資金、福祉資金、教育支援資金、不動産担保型生活資金貸付に係る相談、申請の受

付 

    ・借入者への償還指導 

   ○新・緊急小口資金等の特例貸付の借受人へのフォローアップ支援の実施 

  ⑵ 善意銀行貸付事業(１件当たり最大３万円) 

  

２ 地域包括支援センター 

  ⑴ 神明地区地域包括支援センターの運営 

    ・センターに専門職（看護師、主任ケアマネージャー、社会福祉士）を配置 

・24時間相談窓口の実施 

    ・高齢者訪問事業の実施 

    ・多職種協働による地域包括支援ネットワーク構築への取組 

    ・地域ケア会議の実施 

・在宅医療・介護連携推進事業の実施 

・認知症総合支援事業の実施 



・高齢者虐待防止等高齢者の権利擁護の取組 

・介護予防ケアマネジメントの実施 

  

３ 障害者生活支援事業 

  ⑴ 鯖江市障害者生活支援センターの運営 

    ・特定相談支援事業の実施 

      サービス利用支援、継続サービス利用支援(プラン作成、モニタリング)の実施 

      基本相談支援の実施 

      障害福祉サービス利用認定調査の実施 

      障害程度区分認定調査事業の実施 

    ・一般相談支援事業の実施 

      地域移行支援の実施 

      地域定着支援の実施 

      基本相談の実施 

    ・ピアカウンセリングの実施 

    ・たくみ会の開催 

    ・障害児保護者ヨガ教室の開催 

 

 ４ 福祉サービス利用支援事業 

  ⑴ 高齢者・障害者日常生活自立支援センターの運営 

・福祉サービス利用のための援助の実施 

    ・日常的な金銭管理のための援助の実施 

    ・通帳、印鑑等の預かりサービスの実施 

 

Ⅳ 福祉サービス事業 

１ 居宅介護支援事業 

  ⑴ 鯖江市社会福祉協議会居宅介護支援事業所の運営 

    ・ケアプラン作成事業の実施 

    ・認定調査事業の実施 

  

２ 訪問介護事業 

  ⑴ 鯖江市社会福祉協議会ホームヘルプサービスセンターの運営 

    ・介護保険による訪問介護及び介護予防・日常生活支援総合事業の訪問型サービスの実施 

    ・移動支援事業（支援費による障がい者の移動支援事業）の実施 

 

３ 通所介護事業の実施 

  ⑴ 鯖江市社会福祉協議会デイサービスセンターの運営 

    ・介護保険による通所介護及び介護予防・日常生活支援総合事業の通所型サービスの実施 

 

 

４ 鳥羽事業所 



  ⑴ デイサービスセンターなかまの運営 

    ・介護保険による通所介護及び介護予防・日常生活支援総合事業の通所型サービスの実施 

・障害者デイサービスの実施 

    ・児童デイサービス（放課後等デイサービス）の実施 

Ⅴ 健康福祉センター管理運営事業 

 １ 鯖江市健康福祉センターの管理・運営 

  ⑴ 施設利用受付の実施 

  ⑵ 施設の維持管理の実施 


